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１ 指針策定の目的・意義 

 

  大規模な事業を短期間に集中して実施したことによる市債・公債費の増加や市立病院

の運営に係る多額の繰出金などにより、財政状況が急激に悪化し、市は危機的状況に陥り

ました。 

平成２５年５月、「財政危機宣言」を発し、３度にわたる事業仕分けを実施、平成２６

年６月には「銚子市再生の緊急改革プラン」を策定し、平成２９年２月には「第７次銚子

市行財政改革大綱」を策定、さらに、平成３０年１１月には「銚子市緊急財政対策」を策

定し、行財政改革に取り組んできました。 

将来世代に負担を先送りしない、子どもたちにツケを回さない改革を推し進めた結果、

平成２５年度末に１６５万円とほぼ底をついた状態となってしまった財政調整基金は、十

分な額とは言えないまでも一定額が確保できるようになりました。 

  しかし、この間、加速度的に人口減少が進んでいます。市税をはじめ地方交付税や各種

交付金などの減少も見込まれます。将来に向けて安定した財政運営を実現させるために

は、引き続き行財政改革を進める必要があります。 

一方で、人口減少や少子化といった喫緊の課題を解決するためには、引き続き「銚子市

しごと・ひと・まち創生総合戦略」に基づき若者が求める「しごとづくり」に取り組むと

ともに子育てファーストのまちづくりを進め、子育て世代の流出の抑制と流入の増加を図

るなど、少子化対策を進める必要があります。 

「深刻な財政状況に二度と陥らない」「課題解決に向け、未来への投資を進める」この

両立を図るために今後の市の行財政改革の方向性を示します。複雑かつ多様化・高度化す

る市民ニーズへの対応とデジタル化など時代に合わせた改革を実行するため、適時、柔軟

な対応が図られるよう「行財政改革指針」を策定するものです。 
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２ 行財政改革から見る市政の課題と今後の方向性 

 

⑴ 財政の現状と今後の見通し 

    人口減少と高齢化は、市税や地方交付税・各種交付金の減少、社会保障関係経費の増

加に繋がり、今後の市の財政にも大きく影響します。物価高騰による支出額の大幅な増

加も見込まれます。賃金の上昇や企業収益の拡大が図られても、人口や従業者数の減少

は、市税収入などの一般財源の増収を抑制してしまいます。 

また、依然として公債費が高い水準で推移するほか、今後は金利の上昇も見込まれる

など、さらなる公債費負担の増加も懸念されます。当面は厳しい財政状況が続くものと

考えなければなりません。一般家庭の貯金にあたる財政調整基金の残高は、一定額を確

保しているものの、災害など不測の事態に対応しきれるとは言い難い金額であり、年度

間の財源を調整するにも十分とは言えない額です。 

このような状況の中、安定した財政運営を続けるためには、真に必要な事業を見極め、

歳入に見合った歳出としなければなりません。「銚子市緊急財政対策」に掲げ、実施し

てきた取組を検証し、事業の休廃止、新たな事業への転換など事業の取捨選択を進める

とともに、未収金対策の徹底など収入の確保を図る必要があります。緊急財政対策の中

で進めた行政経営評価や補助金現況調書を活用し、費用対効果を見極めながら事業の見

直しと適正化を図り、将来にわたって持続可能な財政構造の確立を目指します。 

 

⑵ 経常経費の削減 

    平成２６年６月に策定した「銚子市再生の緊急改革プラン」では、平成２８年度まで

に経常収支比率を９０％未満にする目標を掲げました。令和３年度決算で一時的に８

４．８％まで好転したものの、令和４年度には９１．０％となり、この目標は現在も達

成されていない状況です。経常収支比率を９０％未満に引き下げ、人口減少対策や地場
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産業の振興など政策的な経費に使用するための財源を生み出さなければなりません。

経常収支比率の算出の基礎となる一般財源収入が、人口減少による市税収入の減など

により減少していくことが見込まれる中で、経常収支比率を改善し、課題解決や将来に

向けた投資を可能にするための財源を確保するには、経常経費の削減が不可欠です。 

事務の抜本的な見直しを進め、経常経費の削減を図ります。 

 

⑶ DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進 

厳しい財政運営が求められる中、財政の健全性を保ちつつ、持続可能な行政サービス

の提供を実現していくには、デジタル技術を積極的に活用していく必要があります。 

デジタル化により業務の効率化や迅速化を図るとともに、データに基づく業務の可視

化と継続的な業務プロセスの見直しを行い、行政運営の改革を進めます。同時に、情報

セキュリティの強化により市民の暮らしの安心・安全を守ります。 

ＤＸを推進し、市民の利便性の向上と新たな価値を創造していくことにより、人口が

減少していく中でも将来にわたって持続可能な行政運営を目指します。 

 

⑷ 地域の活性化 

将来に向け安定した財政運営を可能にするためには、経費の削減に限らず、地域資

源を活かした様々な施策を展開しながら地域の活性化を図り、働く場と安定した収入

を確保する必要があります。地域の活性化と収入の確保は、行財政改革の一翼を担う

ものです。 

人口の減少と地域経済の縮小を克服し、銚子創生を成し遂げていく戦略的ビジョン

である「第２期銚子市しごと・ひと・まち創生総合戦略」や策定予定の次期総合戦略

に掲げる施策を着実に実施することで、魅力ある「しごとづくり」、「ひとづくり」、
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「まちづくり」を目指します。 

全国トップクラスの水揚げ量を誇る漁業・水産加工業、全国有数の出荷額を誇る農

業、銚子特有の気候、風土、地勢などから育まれてきた伝統産業、優れた観光資源を

有効に活用できるよう、『オール銚子』で地域の活性化に取り組みます。 

本市特有の気候である強い“風”を活かした洋上風力発電事業も銚子市沖で進めら

れています。関連企業の誘致、地元企業の活用、新たな雇用の創出を目指します。 

 

⑸ 公共施設等の最適化 

  学校や市営住宅などの建築系公共施設の約７割が建築後３５年を経過し、老朽化が 

進んでいます。道路や橋りょうなどのインフラ系公共施設も老朽化が進み、継続的な老

朽化対策を施すためには、多額の費用が必要となります。 

 人口減少や高齢化が進む中で、建築系公共施設については、必要な規模や機能、配置、

適正な施設の総量などを見極め、市民のニーズに応じた最適化を図ります。インフラ系

公共施設は、利用需要に応じた配置を検討します。安全性を確保したうえで、必要な機

能を維持しながら長寿命化を図ります。 

 財政運営に支障をきたさないよう、計画的に施設整備を進めます。費用負担を分散・

平準化し、併せて財政的に有利な財源の確保に努めます。 

 

⑹ 人材の育成と組織力の強化 

厳しい財政状況の下、行政組織の見直しや職員の新規採用を最小限にとどめるなど、

人件費の圧縮に努めてきました。こうした取組は、人件費の縮減という直接的な財政効

果が認められる一方で、職員の年齢構成の偏りやスキルの低下、さらにはチャレンジ精

神の減退など、職員個人の問題にとどまらず組織力の低下を招く要因になりかねません。 
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「銚子市定員適正化計画」（令和４年度～令和８年度）に基づき、計画的に職員を採

用することで、年齢構成の平準化を図るとともに、時代の変化に対応した各種研修の実

施、職員の自発的な学習や教え合いを支援・奨励することにより、変化する課題や住民

のニーズに能動的に対応できる職員を育成し、組織力の向上を目指します。 
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３ 行財政改革の基本的な考え方 

 

⑴ 目標・理念（基本的な考え方） 

   「現在、そして未来をつくる行財政改革」 

 

⑵ 基本方針 

① 将来にわたって安定して市民サービスが提供できる財政構造の確立 

ア 事業効果の検証と支出の適正化 

〇 行政経営評価や補助金現況調書を活用した「見える化」による事業効果の検

証と支出の適正化 

イ 歳入の増加。負担の公平性の確保 

 〇 市税その他徴収金の収納率の向上 

 〇 使用料・手数料の見直しなど受益者負担の適正化 

ウ 歳入に見合った歳出の徹底 

〇 標準財政規模の縮小を見込んだ歳出の削減 

○ 市税の減収による留保財源の減少を見込んだ単独事業の規模の縮小 

エ 将来世代に先送りしない財政運営 

〇 地方債現在高の縮減。地方交付税措置のない地方債の借り入れの抑制。退職

手当債や行政改革推進債といった財源手当てのための地方債の借入れの制限 

〇 公共施設等総合管理計画に基づく公共施設の適正管理。公共施設の計画的な

更新や集約化・複合化・転用・長寿命化の推進。使われなくなった公共施設の

売却・貸付・除却の推進 

  ② スマートで機能的な市役所 

   ア 適正な行政サービスの提供 
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   イ デジタル化による市民の利便性の向上と業務の効率化 

  ③ 公民連携による行政運営 

   ア 外部人材の積極的・効果的な活用 

イ 民間活力を活かした地域課題の解決 

   ウ 市民・地域団体・民間企業などが持つ「ちから」を掘り起こし「つなぐ」 

    まちづくり 

 

⑶ 課題解決に向けての具体的な方策・目標【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

 ① 財政調整基金の一定額以上の確保 

  ア 財政調整基金残高１５億円以上 

    《令和４年度末残高１８億円》 

イ 財政調整基金等残高比率２０％以上 

    《令和４年度１４．１％・県内市平均２５．８％》 

 ② 経常収支比率の改善 

    経常収支比率９０．０％以下 

《令和４年度９１．０％・県内平均９２.４％》 

③ 実質公債費比率と将来負担比率の改善  

 ア 実質公債費比率１０．０％以下（１０年後目標５．０％以下） 

《令和４年度１２．２％・県内市平均５．８％》 

 イ 将来負担比率５０.０％以下（１０年後目標３５％以下） 

《令和４年度６７．８％・数値０以上の県内市平均３４．９％》 

ウ 現年度分の市税徴収率９９．１％以上 

《令和４年度９８．４％・県平均９９．１％》 
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④ その他（具体的な数値目標を定めることが困難な事項や他の個別計画で目標を定

めて取組を進めるもの） 

ア デジタルのチカラを活かした付加価値の高い行政サービスへの変革、行政運営

の抜本的改革《銚子市ＤＸ推進計画》 

イ 公共施設への太陽光発電・蓄電池の導入と省エネルギー化、公用自動車の電動

化など《銚子市ゼロカーボンビジョン》 

ウ 職員の主体的な学びの奨励や支援を含めた研修の充実による職員の能力開発と

組織全体の士気高揚。市民と協働する職員、市民や職場から信頼される職員、 

チャレンジ精神を発揮する職員、経営感覚にあふれる職員の育成《人材育成基本

方針》 
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４ 参考資料 

 

◎ 年齢３区分別人口の推計 

 

 

 

◎ 市税徴収率（現年度分） 
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◎ 経常収支比率 

 

 

 

◎ 実質公債費比率 
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◎ 将来負担比率 

 

 

 

◎ 財政調整基金の推移（各年度末残高） 
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